
重点事業項目

１．あらゆる場での看護の質向上のための看護実践能力の強化　　

２．看護職等の確保定着及び働き続けられる職場環境づくりの推進

３．全世代型地域包括ケアシステムの推進と看護職連携強化による地域看護力の向上

４．組織力強化

１.三職能ラダ－やマネジメントラダ－の活用推進及び実践能力向上への支援

２.看護職自身が主体となって自律的に取り組む生涯学習、それを支援する組織への働きかけの強化

３.看護基礎教育と臨床現場の関係者等との連携強化を図り、看護基礎教育の充実への支援

４.様々な分野で活躍する看護職の看護実践力向上とやりがい支援

５．感染症対応や自然災害看護の実践力の向上

１.若年層を対象に看護の魅力発信を強化

２.地域に必要な看護職の確保・定着に向けた多様な働き方の推進

３.看護補助者の確保・定着の推進

４.健康で安全な職場（ヘルシーワークプレイス）の推進

５.働き方改革に伴う、タスク・シフト/シェアの推進支援

１.地区支部活動や地域看護ネットの推進による地域包括ケアの実現

２.在宅療養を支える訪問看護（看多機を含む）の機能強化

３.地域における病院・診療所の外来看護機能の充実による地域看護力の向上

４.健康寿命延伸を目指した看護活動の推進

５.安心して生み育てるための看護職連携強化

１．看護職の活動・実践におけるSDGｓ実現に向けた取組への参画

２．「かいつぶりのわ」広報誌や「看護の日」イベント等により、県民への看護活動のピーアール継続

３.専門職能団体の意義の啓発により、会員増をめざした取り組み強化

４.災害支援・受援体制の充実

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（慢性期療養型病院・高齢者介護施設・精神科看護等）

令和6年度重点事業報告

１．あらゆる場での看護の質向上のための看護実践能力の強化

２．看護職等の確保定着及び働き続けられる職場環境づくりの推進

３．全世代型地域包括ケアシステムの推進と看護職連携強化による地域看護力
の向上

４．組織力強化



事業内容

１.三職能ラダ－やマネジメントラダ－の活用推進及び実践能力向上への支援

２.看護職自身が主体となって自律的に取り組む生涯学習、それを支援する組織への働きかけの強化

３.看護基礎教育と臨床現場の関係者等との連携強化を図り、看護基礎教育の充実への支援

４.様々な分野で活躍する看護職の看護実践力向上とやりがい支援

（慢性期療養型病院・高齢者介護施設・精神科看護等）

５．感染症対応や自然災害看護の実践力の向上

１．三職能ラダ－やマネジメントラダ－の活用推進及び実践能力向上への支援

　１） 三職能ラダ－を活用した生涯学習支援計画に基づき教育を実施し、その評価を行う。

助産師　2研修27名参加。助産師出向事業、出向期間は2週間～2か月　9名修了。

看護職　(看護師ラダー）32研修が終了。1971名が受講。　

他　社会ニーズに関連した研修（がん患者の看護等）7研修終了 。　189名受講。

専門能力を開発する研修（慢性期等病院・小児在宅移行支援指導者・外来診療所看護等）12研修。426名受講。

　２） 病院看護管理者のマネジメントラダ－に基づく研修体系に必要な研修受講推進を図る。

認定看護管理者教育課程公開講座：ファースト2講座　受講者　48名。セカンドも2講座　受講者　33名。

マネジメントラダー（以後M）（Ⅰ～Ⅲ）：特定行為研修　10月５日開催　受講者　16名。

M（Ⅰ～Ⅱ）補助者活用7月25日　受講者　93名。

M（Ⅰ）キャリアマネジメント　8月２日開催　受講者　44名。　M（Ⅱ）自部署の課題　10月10日開催　受講者　17名。

M（Ⅲ・Ⅳ）心理的安全性　7月17日開催　受講者　37名。　M（Ⅳ～Ⅴ）災害看護　8月9日開催　受講者　36名。

M（Ⅱ～Ⅳ）医療安全管理者養成　12月6日開催　受講者　35名。 感染管理（対策）7月19日開催　受講者　29名。

Ｍ（Ⅰ～Ⅳ）レポート・論文の書き方6月4日開催　受講者　88名。 災害マネジメント　8月9日開催　受講者　36名。

　　　　　　・生涯学習支援　9月20日開催　受講者　37名。

　３）

・ファーストレベル受講者が70名。全員修了。セカンドレベル受講者　20名。全員修了。

４）その他、県からの委託事業　

・実習指導者養成講習会8月から10月開催。一般　61名修了。特定分野　19名修了。

・認知症対応力向上研修9月に3日間開催。68名修了。

・新人看護職員研修（教育担当者・責任者研修）10月～11月開催。

・日本看護協会からの委託研修災害支援ナース養成研修等も開催。

・看護補助者研修を年度計画予定外（8月28日）に開催　受講者　24名。

・看護研究サポートリーダー研修は研究スキルアップ2研修とし6月に開催。分類Ⅰ研究能力とした。受講者　56名。

２.看護職自身が主体となって自律的に取り組む生涯学習、それを支援する組織への働きかけの強化

　１） 組織において看護職の生涯学習支援の担当する者の意見交換の場を持つ。

・「看護職が生涯学習をすすめることを組織としてどのように支援するか」をテーマに、２）の管理者対象研修の中で

　 意見交換を行った。

２） 生涯学習支援を自組織で取り組むために研修会を持つ。

・看護管理者研修において、どのように支援するか。9月20日開催　受講者　37名。（再掲）

３.看護基礎教育と臨床現場の関係者等との連携強化を図り、看護基礎教育の充実への支援

　１） 看護基礎教育代表者及び関係者（看護管理者・行政など）との情報交換会を開催する。

・12月25日開催　63名参加。

　２） 看護基礎教育を担当する専任教員対象の研修会を開催する。

・「人材育成の基礎知識」Web発信で5月20日開催　受講者　16名。

・対応に難しさを感じる新卒・新人訪問看護師の理解と支援　11月2日開催　受講者　9名。

看護管理実践能力向上のために、認定看護管理者教育課程　ファーストレベル・セカンドレベルを開催する。

保健師人材育成事業4研修（A１レベル研修、ファシリテーター養成研修、コンサルテーション研修、フォローアップ研修
を企画。コンサルテーション研修を開催。3名修了。

１．あらゆる場での看護の質向上のための看護実践能力の強化



４.様々な分野で活躍する看護職の看護実践力向上とやりがい支援

（慢性期療養型病院・高齢者介護施設・精神科看護等）

　１） 看護実践力向上に向けた研修を企画し実施する。

・ 精神科看護職対象　1月28日開催　受講者　35名。　　慢性期・療養型病院看護職対象　1月30日開催　22名受講。

　２） 関係病院の看護管理者代表者会議を開催する。

・ 精神科：8月21日実施。慢性期療養型：9月24日実施。

３） 関係病院の看護実践の好事例を収集するなど、看護職間で共有できる場を作る。

・ 代表者会議・研修会の場で交流し情報共有を実施した。

５．感染症対応や自然災害看護の実践力の向上

　１） 感染症・自然災害発生時に実践できるための研修会を開催する。

・ 感染症について：看護管理者7月19日開催　受講者29名。　

　　　　　　　　　　　 感染対策（Ⅰ～Ⅲ）8月6日開催　受講者85名。（再掲）

災害について：災害を考える（Ⅱ～Ⅳ）9月5日開催　受講者　81名。

  管理者向け研修8月9日開催　受講者36名。　

  災害支援ナース養成研修は６1名受講、オンデマンド受講後、演習　58名修了。

成果
1. 生涯学習支援ガイドラインをもとに、看護管理者・看護職員それぞれに研修会を開催し周知する機会が持てた。

2. 認定看護管理者教育課程（ファースト・セカンドレベル）を毎年開催する、マネジメントラダー研修の充実により

看護管理の基礎を学ぶ機会が提供できた。

3. 精神科領域の研修会をはじめて開催、患者の持つ力を活用するという基本的なことができにくい看護実践を

振り返り、ストレングスモデルを活用したケアに努めたいと考えることができるようになった。

4. 慢性期療養型病院の交流会では特定看護師・認定看護師の看護実践報告を聞くことで、自身の看護実践を振り

返り、基本を踏まえた対象に応じたケアを考える機会となった。

次年度への課題
1. 本会の生涯学習支援計画を日本看護協会の示す「看護実践習熟度段階」や「分類」に変更したことの評価をする。

2. 認定看護管理者制度が2028年度より改正されることへの準備をすすめる。

3. 精神科・慢性期療養型病院の看護実践の好事例を含む交流会を企画する。

4. 災害支援ナースの育成に努め、災害発生時に対応できるよう整える。



　事業内容

１.若年層を対象に看護の魅力発信を強化

２.地域に必要な看護職の確保・定着に向けた多様な働き方の推進

３.看護補助者の確保・定着の推進

４.健康で安全な職場（ヘルシーワークプレイス）の推進

５.働き方改革に伴う、タスク・シフト/シェアの推進支援

　１） 各教育機関へ訪問し、看護の魅力発信の拡大を図る

・ 中学・高校への出前授業にて看護の魅力発信。

参加実績：小学校4校/209名、中学校 9校 /621名、高校 24校/558名 　合計37校/1,388名、教員95名、

・

ブース来訪者10名（小学校関係者3名、中学校関係者2名、養護学校1名、行政関係4名）パンフレットのみ2名

子どもの未来への支援について関係者と交流する「子どもフェア交流会」に、本会からも2名が参加した。

　２） 「高校生１日看護体験」「中学生１日看護体験」を開催、看護の魅力発信の拡大を図る。

・

その他、病院で開催される見学会や体験会についてホームページで紹介した。

　３） 「看護の日･看護週間」看護フェアを活用し、若年層と保護者及び県民へ看護を広報する。

・

　４）

・ 10月12日 滋賀県立文化産業交流会館にて開催。参加者124名の若年層へ「白衣体験」「赤ちゃん抱っこ」「血圧測定」

等の看護体験の場とした。

2.地域に必要な看護職の確保・.定着と多様な働き方の推進

1)

・ 地域偏在への取り組み　①湖東・湖北圏域（県委託事業）第1回ワーキング：9/9開催　協会より2名参加。

③甲賀圏域ワーキング：8/16・9/6・2/28　職員１名が委員として参加し活動を支援した。

2) 看護師等養成所にて看護学生就業ガイダンス交流会を開催し職場選択とキャリアを考える機会とする。

・

滋賀県堅田看護専門学校　1年生　25名(一部2年生を含む）、甲賀看護専門学校　2年生　27名、

滋賀県立総合保健専門学校　2年生　56名、滋賀県立看護専門学校　1年生　60名（合計168名）

3) 地区支部活動や地域看護ネットの中で地域の特性を生かした看護職確保事業を支援する。

・

4) 潜在看護職や未就業者を対象に、復職支援研修受講者増を図り、再就業を支援する。

・ リスタートナース研修会を３回開催　受講者合計27名(うち就業1年以内7名)　受講後就業した者１9名（就業率：95％）

第1回　6/4～9/7　4日間（受講者10名・施設実習2名・就業者5名・交流会7/11）

第2回　9/3.4.11.13　4日間くすのきセンター（受講者4名・施設実習3名・就業者2名・交流会3/6）

第3回　令和7年1/23～2/3　4日間（受講者13名・施設実習7名・就業者12名・交流会3/6）

5) 潜在看護職やプラチナナースが就業できる職場環境整備と就業を支援する。

・

・

6) SNS活用の推進をはかり、より広く情報発信を行うことで、看護師確保事業の拡大を図る。

・ 滋賀県看護協会、滋賀県ナースセンターのLINEを開始、各事業案内と求人情報を計７施設に発信した。

・ 県内看護師等養成所12校の動画をY-Tube配信し、県内の看護系大学および専門学校の周知を図った。

県・市町行政、ハローワークと連携し看護職の地域偏在改善に向けた会議参加と対策実施を支援する。

県主催「シン・しが学校支援メニューフェア」に参加し、教育関係者に対して看護職についての理解を深めてもらう機
会とした。

県内43病院において、7/31・8/1・2・3・16の５日間開催した「1日看護体験」に、県内高校生551名、中学生48名 合計
599名が参加した。

5月12日　草津市内の大型商業施設で「看護フェア2024」を開催。参加者 約500名。看護に関する様々な体験ができ
るブースを設け、多くの県民に、看護の魅力を発信した。びわこ放送の取材があり広報にもつながった。

看護師等養成所による「進学説明会」のブースを設け、県内看護師等養成所への進学について、情報提供の機会と
した。ブース訪問者30名、パンフレット配布75部

1.若年層を対象に看護の魅力発信を強化

「すまいるアクションフェア」参加により看護の魅力を発信する。

②東近江圏域（日本看護協会委託事業）　研修会：12/8開催　圏域内看護管理者　参加者79名（午前はWeb公開講
座）　テーマ「やめたくない看護部の作りかた～心理的安全性を高めて活気ある職場を作る方法～」

看護師等養成所4校にて、授業の一環として就業ガイダンス交流会を開催した。多様な場で働く看護師3名を講師とし
て、経験談とGWを通じてキャリアについて考える機会となった。

第１地区支部活動（10/6）・第２地区支部活動（9/29）・第３地区支部活動（ワーキング事業）における、まちの保健室
へ参加・第５地区支部活動では（看護ネット看護部長会）滋賀県立大学、聖泉大学の大学祭へ参加等各支部におけ
る看護職確保事業を支援した。

プラチナナース研修会　12/17  テーマ「看護職が生涯を通じて働き続けるために」「プラチナナースのメッセージ」と交
流会を開催、参加者が自身のセカンドキャリア、就業について考える機会とした。受講者28名

求職登録者 174.3名/月平均、就職者 148名/年、出張相談窓口相談者156件（125名）内就業者 51名就業者率33％

２．看護職等の確保定着及び働き続けられる職場環境づくりの推進



7) 看護職員需要調査（病院・訪問看護事業所）を活用した確保事業の推進を図る。

・ 2023年度調査結果を集計分析し、ナースセンターニュースに掲載した。

8) サポートナース登録者の管理を通じて県行政と連携を図り要請時すぐに対応できる体制を整えた。

・ 滋賀県看護協会のHPの形式を変更し、協力に関する意向調査の実施に向けて企画に取り組んだ。

3/31現在の登録者483名（看護協会が把握している者）

３.看護補助者確保・定着の推進

1) 新しく看護補助者をめざす人材の確保に向けて、県･市町行政、ハローワーク、各医療機関との連携を図る。

・ 日本看護協会委託事業「看護補助者確保 お仕事説明会」開催。

第1・第7圏域：11/21（労働局）7名　第2圏域：12/18（キラリエ）7名　第3・第4圏域：10/29（八日市アピア）2名

第5・第6圏域：10/16（彦根ビバシティ）5名　　　　　　　　　合計参加者21名

参加者に対して「見学会・体験会」案内した。見学1名、体験1件、就業1名、相談対応4件

・

また、労働局と連携しハローワークへ周知した。

2) 就業後の定着・促進に向けた研修開催。

・ 1/16開催　テーマ「健全で安全に働き続けられるようハラスメントについて正しい知識を身につける」受講者47名

3) 日本看護協会の「看護補助者の確保・定着に関する情報」の活用･周知を図る。

・ 6/26看護管理者会議にて「看護補助者確保・定着事業」説明、活動推進の機会とした。参加者看護管理者37名

４．健康で安全な職場（ヘルシ－ワ－クプレイス）の推進

1) 看護業務の効率化・生産性の向上に取り組まれた施設の活用周知を図る。

・ 日本看護協会「看護業務効率化取り組みガイド」各施設看護管理者に配布し活用推進を図った。

2) 健康で安全な職場環境づくりの推進に向け管理者を支援する。

・ ワークライフバランス研修会を２回開催し、合計７４名の参加を得た。

第1回　10/31　「ヘルシーワークプレイス（健康で安全な職場）を目指して」　受講者39名　

第2回　2/13　「ハラスメントについて学ぼう（健全に安全に働き続けるために）」　受講者35名

５．働き方改革に伴う、タスク・シフト/シェアの推進支援

1) ガイドラインを活用した各施設におけるタスク・シフト/シェアの取組を支援する。

・

2) 他の医療従事者との連携を図り、安全性の確保と専門能力の発揮に向け環境整備の推進に取り組む。

・

　
3) 看護補助者向け日本看護協会の標準研修(ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ)を周知し効果的な研修受講の推進を図る。受講者 7名

・ 3－3）にて日本看護協会標準研修（オンデマンド）活用推進を周知した。

成果
1.

2. 県内で学び働くことの推進を目的に、看護学生を対象に「看護学生就業ガイダンス交流会」を各学校で授業の

一環として開催し、多くの看護学生へ卒業後のキャリアデザイン構築に向けた支援につながった。

3. 看護職・看護補助者を対象にした確保・定着推進事業を各関係機関と連携し地域単位の実情に応じた取り

組みと、地域偏在の是正に向け復職支援研修を増やし、eラ-ニングを導入したことで、潜在看護職のニーズに

合った研修となった。

4. 働き続けられる職場環境づくりの支援としてWLB研修、自身のライフスタイルに合わせたキャリアデザインについて

考える機会として、プラチナナース研修を開催した。

5. SNSを利用した求人情報の提供が、看護職・看護補助者確保の拡大につながった。

次年度への課題
1. 幅広い対象へ看護の魅力発信を行い、看護職について知る機会を提供することが重要となる。

また、県内看護基礎教育機関への進学と看護学生の県内就職を推進する必要がある。

2. 看護職・看護補助者確保では、地域の実情に合わせた活動推進と多様化するニーズへ対応が必要である。

3. 看護職のウエルビ－イングを重視した労働環境改善への支援強化には看護管理者に留まらず

施設管理者、人事担当者へのアプローチが重要となる。

4. SNS推進と「看護職ためのポータルサイトNuPS」を活用した就業支援が必要である。

eナースセンター内で就業支援を開始、9/30からNCCSシステム(ナースセンターコンピューター）にて運用開始された。

病院看護管理者へ日本看護協会11/27「看護の専門性の発揮に資するタスク・シフト/シェア全国セミナー」視聴を案
内し、好事例を参考として取り組みを検討するよう支援した。

滋賀県医療勤務環境支援センター運営会議 9/24に運営会議の委員として参加。9/17 労働環境改善委員会の委員
6名が同センター訪問し医療機関の勤務環境・ハラスメント事案等現状に関する意見交換を行った。

看護の魅力配達事業は、対象を小・中・高校生へ拡大し、より多くの若年層へ看護の魅力と看護師養成校進学の働
きかけの機会となった。



　事業内容

１.地区支部活動や地域看護ネットの推進による地域包括ケアの実現

２.在宅療養を支える訪問看護（看多機を含む）の機能強化

３.地域における病院・診療所の外来看護機能の充実による地域看護力の向上

４.健康寿命延伸を目指した看護活動の推進

５.安心して生み育てるための看護職連携強化

　１） 各支部で地域特性を活かした地域包括ケアの実践とシステム構築に向けた取組みを推進する。

・ 能登半島地震から学ぶ災害対策をテーマにシンポジウムや地域フォーラム等を開催（第3、４、６、７地区支部）

その他、ホスピス、ACP、難病をテーマに地域ケアフォーラムを開催

　２） 専門看護師や認定看護師等の協力を得て、病院と施設が連携して地域の看護力向上を図る。

・ 各圏域で専門看護師や認定看護師による出前研修や事例検討を実施（メンタルヘルス研修4支部で開催）

第５地区支部「Do it ナラティブ 地域の看護職と看護を語ろう」 2/15　参加者66名

　３） 各圏域の課題解決に向けて、地区支部活動や地域看護ネットの活動を通して在宅療養を支える看護職が連携を強

化する。

・ 全ての圏域において地区支部と地域看護ネットが合同で研修等を企画実施することができた。

　４） 地域看護ネットの代表者による会議開催及び取り組みを合同報告会で共有する。

・

２.在宅療養を支える訪問看護（看多機を含む）の機能強化

　１） 訪問看護職の資質向上・キャリアアップの充実を図るための系統的な研修を実施する。

・ 初任期研修（Web）9/11.10/21.11/11　修了者26名、　　

訪問看護eラーニング～訪問看護の基礎講座～を利用した訪問看護師養成講習会 6/4～11/27　修了者29名

訪問看護１日体験　 参加者９名　前期（7～8月）４名　後期（11～12月)　5名

eラーニング活用学習プログラム 12/16～3/31　受講者45名

・ 中堅期研修(Web)　実習指導者研修会  4/23  受講者32名、　　人材育成の基本的知識  5/20  受講者16名

訪問看護DX  5/25  受講者25名、　　感染対策（オンデマンド）9/18～3/9  受講者122名

・ 管理期研修　介護・診療報酬の改定研修会(Web) 4/13　受講者167名

訪問看護管理者研修初任期コース　6/1～R7.2/15　修了者12名

公開講座　①管理者に求められる役割と運営 5/18  受講者44名　②労務管理 6/1  受講者49名

　(Web)　 　③経営戦略 7/27  受講者34名　④質の保証 9/14  受講者41名

災害対策研修会 R7.1/15  受講者35名

　２） 看護小規模多機能型居宅介護（看多機）の機能強化を図るため、研修・管理者交流会を開催する。

・ 管理者・管理補助者交流会　3回実施　6/12 参加者11名　9/3参加者10名　R7.1/14参加者10名

　３） 経営・管理運営に関する研修、助言相談事業を実施する。

・ 訪問看護ステーションの労務管理(Web)  6/1  受講者49名（再掲）

訪問看護ステーションの経営戦略(Web)  7/27  受講者34名（再掲）

・ 相談支援事業　運営・管理助言指導ー電話・メール等　67件（オンライン面談1件）　 

　　　　　　　　　　管理・運営・経営コンサルテーション事業　3件

　　　　　　　　　　専門・認定看護師による助言指導　2件

３.地域における病院・診療所の外来看護機能の充実による地域看護力の向上

　１） 外来看護の役割や機能を共有できる研修会を開催する。

・ 入退院支援看護師養成研修(6/19.7/3.7/23.訪看実習1日.10/29)　修了者20名　

・ 外来における在宅療養支援能力向上のための研修　R7.2/20　受講者35名

１．地区支部活動や地域看護ネットの推進による地域包括ケアの実現

地域看護ネットの合同報告会を開催  7/20　参加者88名　　圏域の課題を捉えて取り組み、活動の概念図つくりや離
職者支援を圏域内で進めている。



　２）

・

４．健康寿命延伸を目指した看護活動の推進

　１）

・ 各圏域ごとに地区支部と地域看護ネットとの看護職連携会議で協議した。

・

第６地区支部は地域の高齢者を対象に開催（サルコペニア予防7/18認知症予防10/17感染予防2/20）

５．安心して生み育てるための看護職連携強化

　１） 周産期医療関係者の顔の見える関係づくりを推進するための研修・交流会を開催する。

・ 助産師職能集会「滋賀県で産み育てたいと思い続けるように～助産師が今できること～」 3/15   受講者32名  

　２） 妊産婦のメンタルヘルスケアやプレコンセプションケアについて学び、看護職の役割や支援について考える。

・ プレコンセプションケアの概観と将来展望  3/15  受講者32名

・ 滋賀県プレコンセプションケア推進事業の委員会に参画した。

　３）

・ 保健所や市町のハイリスク会議や県周産期医療等協議会の委員として参画した。

成果
1. 全圏域において地区支部と地域看護ネットが協働して研修会や地域ケアフォーラムを企画開催できた。

2. 訪問看護の資質向上に向けた研修や相談事業については、インターネットを活用して充実を図った。

3.

4.

5.

次年度への課題
1.

2.

3.

外来看護機能の充実を図るため、病院の規模ごとの外来看護の現状を共有し、お互いの役割や連携上の課題を確
認できた。

地域の健康イベントに支部活動等で参画することで、様々な年代の住民とふれあい、健康寿命延伸につながる活動
実践ができた。

周産期医療やプレコンセプションケア等の様々な会議に看護職として参画できた。また、研修やGWを通して安心して
生み育てるための看護職の役割や連携を強化できた。

地域包括ケアシステムの構築や病院の機能分化が推進される中、各地域における現状や課題解決に向けて看護職
間連携はもちろんのこと、多職種との連携を図っていく。

在宅療養を支える拠点である訪問看護ステーション、看多機、介護施設等が地域のニーズに応じた多様な看護サー
ビスを提供できるよう、地域看護力の向上に務める。

急速な少子化により家庭や子供を取り巻く環境は大きく変化している。看護職はプレコンセプションケアから周産期の
関わり、子どもの成長に応じた母子支援を切れ目なく提供するため、看護職間連携を強化する。

看護がつなぐ在宅療養～これまでの暮らしそしてこれからを見据えて～  5/23　受講者56名(外来36名,診療所15名,
訪看等5名）講義、実践報告、意見交換等

自分たちの看護活動が健康寿命延伸に寄与していることを、各支部や地域看護ネット、職能の活動において共有す
る機会を設け、それぞれの看護活動の向上に繋げる。

大津健康フェスティバル 10/6 　希望が丘夏祭り 9/29　湖南市健康まつり9/22　東近江健康フェア11/24　聖泉大学
祭11/9　高島市制20周年記念事業 8/25  新旭福祉まつり11/3

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を提供するための看護職の役割やネットワークの重要性について
様々な機会を通して共有する。

事例を通して、病院・診療所の外来看護の機能や連携について検討する。

各地区のまちの保健室等の活動で実施した。



　事業内容

１．看護職の活動・実践におけるSDGｓ実現に向けた取組への参画

２．「かいつぶりのわ」広報誌や「看護の日」イベント等により、県民への看護活動のピーアール継続

３.専門職能団体の意義の啓発により、会員増をめざした取り組み強化

４.災害支援・受援体制の充実

１．看護職の活動・実践におけるSDGｓ実現に向けた取組への参画

　１）

・

・

２．「かいつぶりのわ」広報誌や「看護の日」イベント等により、県民への看護活動のピーアール継続

　１） 災害時の看護職の活動を特集した「かいつぶりのわ」７号の発行。

　２） 小中高校生や看護学生、県民に向けた「看護の日」のイベント等により、看護の魅力を啓発する。

・

３.専門職能団体の意義の啓発により、会員増をめざした取り組み強化

　１） 地区支部及び地域看護ネットにおける活動により会員10％増に向けての取り組みを強化する。

・ 各地区支部活動の中で、研修等の機会を活用して看護職にチラシ配布する。

　２）

・

新規入会は525名 （R5 入会　546名） 3月30日現在 令和６年４月　新卒者　569名

　３）

・ 会議・研修等において、入会の意義などを示した動画を作成し流すなど視覚に訴えるピーアールしている。

・ SNSを活用した情報提供を始めた。（滋賀県看護協会・ナースセンター　それぞれにLINEを活用している）

・

・

・

・ 日本看護協会ホームページ、会員確保特設サイトに滋賀県の活動報告等の掲載を依頼しピーアールする。

会員数：3月30日　9,131名　 保健師　309名　　 助産師　　33９名 看護師　8,３５２名　 准看護師　131名 

　１） 日本看護協会の災害支援ナースと登録の仕組みの変更に沿って、当協会の体制を整える。　　　

・

看護職の処遇改善に向けた情報発信や高齢者介護施設や慢性期療養型病院などの看護実践の効果について気づ
き、働きがいがもてるような機会の提供を企画している。

周産期から最期の時まで、健康状態、様々な脅威にさらされた時の支援、療養の場の状態に応じて、その人
らしく、より健康に向けた生活が支援できる為に、看護の質向上をめざし取組（研修等）を進めている。

各種事業推進において、SDGｓの目標「3　すべての人に健康と福祉を」「5　ジェンダー平等を実現しよう」「8　働きが
いも経済成長も」に関連する事業でもあることを意識して取り組む。

４.災害支援・受援体制の充実

5月12日草津市内、大型商業施設で看護フェアを開催し参加者 約500名。看護に関する様々な体験を通し
若年層、一般の方に魅力を発信した。びわこ放送の取材があり広報にもつながった。ナースセンターのホームページ
にて掲載した。

新卒看護職員交流会や卒業前の学生に対して看護協会活動やナースセンターの社会的役割や機能について啓発
し、新入会員の増加を図る。

・　１２月発行した。

県内看護職対象に「滋賀県看護協会入会状況や協会活動について」調査を実施した。

新卒看護職員交流会やナースセンター相談時や県立大学における看護キャリアデザイン論等の講義にて
看護協会の役割について説明している。

入会を勧める内容を掲載した生涯学習支援計画等を会員以外にも配布する等、非会員に看護協会に入会する
メリットを伝える機会の確保に努める。

病院に向けては非会員分約3000部、医師会を通じて診療所で従事する看護職に、また介護施設などにも施設宛 に
約 1250部の生涯学習支援計画を配付した。

9月の会員確保強化月間に、啓発ポスター･チラシパンフレットを看護職が就業する機関（医療機関・訪問看護S・介護
施設・保健所・診療所・県市町行政・潜在看護職等）に郵送した。

2024年以降、災害支援ナース養成研修を修了した災害支援（災害・新興感染症対応）ナースは改正医療法の「災害・
感染症医療従事者」と位置づけられる。それに応じて当協会の研修体制も変更し、日本看護協会作成のオンデマン
ド研修後に演習（12月）を県協会が実施した。58名修了。医療機関との協定締結により、3月末までに101名の災害支
援ナースの派遣が可能になった。

４．組織力強化



　２）

・県主催、３月２日受援体制の研修会に看護協会より２名出席。

　３） 当協会の事業継続計画に基づき、訓練を実施する。

・災害を想定し、訓練を11月１日実施。評価を活用し、BCPの見直しや備品整備をした。

成果

1. 「かいつぶりのわ」が発刊でき、県民に看護活動のPRができた。

2. 看護フェアなどを通じて、幼児等の若年層に向けて看護師の魅力を発信できた。

3. 法改正に伴った、災害支援ナースの体制を整えることができた。

4. 滋賀県看護協会における事業継続計画の充実に向けて、活動が開始できた。

5. 会員確保に向けて、協会活動の情報や職能団体の必要性について情報提供するとともに、会員優待についても

積極的に取り組んだ。

次年度への課題
1. 「かいつぶりのわ」第8号、健やかに生まれ育つためへの支援をテーマに発刊し、看護協会活動をPRする。

2. 会員確保・定着に目標をさだめ、SNSなどの活用を強化・継続する。

3. 災害支援ナースの育成に引き続き努め、活動できる人材を確保するとともに、協定医療機関等が派遣しやすい

環境を作りを支援する。

災害発生時の対応力強化を図るために、当協会の「災害支援マニュアル・受援マニュアル」を見直す。
また、平常時から受援体制を整備するための研修会を開催する。

・5月21日看護管理者会議を開催し、能登半島地震災害支援活動報告会とともに、災害受援体制について
意見交換会を実施し、現状把握と必要性を伝えた。
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